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１ 人口ビジョンの位置づけ 

薩摩川内市人口ビジョン（以下「人口ビジョン」という。）は、国の「まち・ひと・しごと創生

長期ビジョン」の趣旨を尊重し、本市における人口や産業等の現状分析を行い、市民の結婚・出産・

子育てに関する意識や希望、定住意向・地域連携、また、市内の高校・大学・短大・専門学校に通

う生徒・学生の進路志望・将来の仕事や結婚等の意識を把握したうえで、今後の人口の将来展望を

示すものです。 

また、この人口ビジョンは、第２次薩摩川内市総合計画における基本理念に基づく将来都市像及

びまち・ひと・しごと創生の実現に向けて効果的な施策を企画立案する上で、重要な基礎となるこ

とを認識し再整理しました。 

 

２ 人口ビジョンの対象期間 

人口ビジョンの対象期間は、平成２７年（２０１５年）から令和４２年（２０６０年）までの 

４５年間とし、第２次薩摩川内市総合計画の人口推計の期間との整合を図るとともに、国立社会保

障・人口問題研究所（以下「社人研」という。）の人口推計を基礎数値として用いています。 

 

３ 国の長期ビジョン 

(１) 長期ビジョンの趣旨 

国は「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」（以下「長期ビジョン」という。）、「まち・

ひと・しごと創生総合戦略」（以下「総合戦略」という。）を平成２６年１２月に閣議決定しま

した。 

この長期ビジョンは、令和４２年（２０６０年）に我が国の総人口として１億人程度を確保し、

その後２０９０年頃には人口が一定の状態になることを目指し、我が国の人口動向を分析し、将

来の展望と戦略を示したものです。 

 

(２) 人口の現状と将来展望 

＜人口の現状＞ 

①「人口減少時代」の到来 

○平成２０年（２００８年）に始まった人口減少は、今後加速度的に進む。 

○人口減少の状況は、地域によって大きく異なる。地方では本格的な人口減少が進む。 

②「人口減少」が経済社会に与える影響 

○経済規模が縮小し、一人当たりの国民所得が低下するおそれがある。 

③東京圏への人口の集中 

○東京圏には過度に人口が集中し、今後も東京圏への人口流入が続く可能性が高い。 

 

 

＜将来展望（令和４２年（２０６０年）を視野に入れた中長期展望）＞ 

①人口減少問題の克服・・・令和４２年（２０６０年）に１億人程度の人口を確保 

○人口減少の歯止め、国民の希望が実現した場合の出生率（国民希望出生率）＝１．８ 

○「東京一極集中」の是正 
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②成長力の確保・・・令和３２年（２０５０年）代に実質ＧＤＰ成長率１．５〜２％程度維持 

（人口安定化、生産性向上が実現した場合） 

(３) 目指すべき将来方向と総合戦略における基本目標 

＜目指すべき将来方向＞ 

①「活力ある日本社会」の維持のために 

○人口減少に歯止めをかける。（出生率の人口置換水準（２．０７）への回復） 

○若い世代の結婚・子育て希望を実現する。 

②地方創生がもたらす日本社会の姿 

○自らの地域資源を活用した、多様な地域社会の形成を目指す。 

○東京圏の人口集中・過密化を是正する。 

○地方と東京圏がそれぞれの強みを活かし、日本全体を引っ張っていく。 

 

 

＜総合戦略における基本目標＞ 

①地方における安定した雇用を創出する。 

②地方への新しいひとの流れをつくる。 

③若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる。 

④時代に合った地域をつくり、安心な暮らしを守るとともに、地域と地域の連携を進める。 

 

図表１ 我が国の人口の推移と長期的な見通し（全国） 

 
 

（出典）「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン（令和元年改訂版）」より抜粋 
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４ 人口の現状分析 

(１) 年齢別人口 

本市の平成３１年４月１日現在の人口構成は、団塊の世代と団塊２世の年齢の２つの大きな膨

らみがある｢ひょうたん形｣をなしており、我が国の人口ピラミッドの形によく似ています。 

本市の人口構成の特徴として、２５～４９歳の子育て世代の層が比較的厚く、１４歳以下の年

少人口の割合も全国よりやや高くなっています。 

一方、２０歳～２４歳の人口が極端に少なく、進学や就職等で流出していることが分かります

が、２０歳代後半から回復しています。 

６５歳以上の高齢者の人口については、特に７５歳以上の女性が男性より多く、結果的に総人

口で４，０００人近く女性が男性より多くなっています。 

 
（出典）住民基本台帳 

 

図表２ 人口ピラミッド（平成３１年４月１日現在） 
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(２) 人口の推移 

総人口は昭和３０年から昭和５０年にかけて減少し、１００，０００人を割り込みました。そ

の後、昭和６０年にかけて９，０００人弱増加し１０８，１０５人と最近でのピークを迎えた後、

減少に転じ、平成２２年には再び１００，０００人を割り込みました。 

年齢別には０～１４歳と１５～６４歳については、総人口と同様の動きを示しています。一方、

６５歳以上については、昭和３０年以降、一貫して増加しています。 

地域別人口では、川内地域は昭和６０年以降、７１，０００～７３，０００人程度とほぼ横ば

いで推移しています。これに対して、その他の地域では、市全体と同様大きく減少の傾向にあり、

昭和６０年に最近でのピークを迎えた後減少している地域(樋脇地域、入来地域、里地域、鹿島地

域)と、昭和３０年以降ほぼ一貫して減少している地域（東郷地域、祁答院地域、上甑地域、下甑

地域）と２つに分かれています。 

 

図表３ 総人口、年齢３区分別人口構成の推移（国勢調査、昭和３０年～平成２７年まで） 

 
 

（出典）国勢調査（合併前の旧市町村については、現在の薩摩川内市として合算したもの） 
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図表４ 地域別人口の推移（国勢調査、昭和３０年～平成２７年まで） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

（出典）国勢調査 
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(３) 人口動態 

① 未婚率の推移 

本市の未婚率については、男性は３５～４４歳、女性は３０～４９歳で上昇しています。 

なお、鹿児島県、全国（平成２７年）と比べると、本市では男女とも未婚率はやや低く、婚

姻率がやや高めとなっています。 

 

図表５ 未婚率の推移 
薩摩川内市の未婚率の推移（平成12・17・22年）
男性 女性

薩摩川内市、鹿児島県、全国の未婚率の比較（平成22年）
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（出典）国勢調査 
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② 合計特殊出生率の推移 

本市の合計特殊出生率は、平成１９年までは全体として減少傾向でしたが、平成２０年以降

は上昇傾向へ転じ、国や県の水準よりも高い水準を維持しています。国は国民の希望が実現し

た場合の出生率（国民希望出生率）として令和１２年（２０３０年）に１．８を示しています

が、本市では既にこの値を上回っています。なお、人口置換水準（人口の自然増減の境界とな

る水準）は２．０７と言われており、国は令和２２年（２０４０年）を目指しています。 

母親の年齢階級別出生数の構成比については、３０歳未満の割合が低下し、一方で、３０歳

以上の割合が上昇しています。 

 

図表６ 合計特殊出生率の推移（平成１０～２９年） 
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図表７ 母親の年齢階級別出生数の構成比の推移（平成７～２９年） 

 
（出典）人口動態統計 
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③ 自然動態の推移（出生・死亡） 

自然動態の推移（出生・死亡）については、出生数、死亡数とも、変動幅は小さいものの、

徐々にその差が大きくなってきており、人口減少が進んでいます。 

 

図表８ 自然動態の推移（出生・死亡）（平成１７～２９年） 
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（出典）人口動態統計 

 

④ 社会動態の推移（転入・転出） 

社会動態の推移（転入・転出）については、転入数、転出数とも、減少傾向となっています

が、一貫して転出超過となっています。なお、転出超過数は平成２０年以降では２００～ 

４００人程度の幅に収まっており、変動幅は概ね横ばいとなっています。 

 

図表９ 社会動態の推移（転入・転出）（平成１９～３０年） 
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（出典）住民基本台帳人口移動報告 
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社会動態のうち、年齢階級別純移動数については、１５～１９歳、２０～２４歳は転出超過

傾向、５５歳以上は転入超過傾向となっています。 

「１５～１９歳→２０～２４歳」層の転出超過数及び「２０～２４歳→２５～２９歳」層の

転入超過数は減少傾向となっています。また、５０～５４歳は転入超過傾向であったものが、

直近では転出超過傾向となっています。 

 

図表１０ 年齢階級別純移動数 

 
（出典）RESAS（国勢調査） 
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近隣市町への人口移動（平成２９年）については、転入・転出とも、鹿児島市、霧島市、い

ちき串木野市、さつま町、姶良市、出水市が比較的多くなっており、その傾向はここ数年続い

ています。 

概ね、本市からの転出先の傾向は、１／２程度が県内（１／４程度が鹿児島市、残りの 

１／４程度が鹿児島市を除く県内）、１／４程度が鹿児島県以外の九州（１／８が福岡県、残

りの１／８程度が福岡県を除く九州）、１／４程度が九州外（１／８が関東圏、残りの１／８

程度がその他）となっています。 

図表１１ 近隣市町村への人口移動（平成２９年） 

転入数内訳 転出数内訳 

  
 

転入数上位５地域（８年間推移） 

 

転出数上位５地域（８年間推移） 

  
（出典）RESAS（住民基本台帳人口移動報告） 
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図表１２ 県外への人口移動割合（平成２５年１０月～平成３０年９月） 

 
（出典）住民基本台帳 
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(４) 労働力と産業別就業者 

① 労働力率の推移 

本市での労働力については、女性は３０～３９歳が上昇しており、一般的に言われるＭ字型

曲線のＭ字の底の部分が判別しにくいほどになっています。 

なお、本市と全国、鹿児島県（平成２７年）を比べると、男性は２０～５４歳が全国、鹿児

島県よりやや高め、女性は全国より高め、鹿児島県と概ね同程度となっています。 

本市の労働力率（平成２７年）について配偶関係別に分析すると、男性では未婚が有配偶よ

り、また、女性２０～４４歳では有配偶が未婚より低くなっています。 

 

図表１３ 労働力率の推移 

 

 
（出典）国勢調査 
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② 産業別就業者数 

男女別・産業別就業者数（平成２７年）については、男性は農業、建設業、製造業、卸売業・

小売業が多くなっています。女性は製造業、卸売業・小売業、宿泊業・飲食サービス業、医療・

福祉への就業者数が多くなっています。 

就業者比率について全国との差がわかる特化係数にして分析すると、男性では漁業、電気・

ガス・熱供給・水道業が３．０を超えて高くなっています。 

 

図表１４ 男女別・産業別就業者数（平成２７年） 

 
（出典）国勢調査 
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年齢階層別・産業別就業者数（平成２７年、主な産業）については、電気・ガス・熱供給・

水道業、医療・福祉では、１５～３９歳の年齢が若い人の割合が４割強と高くなっています。 

一方、農業・林業では６０才以上が７割強となっており、高齢化が見られます。 

 

図表１５ 年齢階層別・産業別就業者数（平成２７年、主な産業） 

 
（出典）国勢調査 
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５ 将来人口の推計と分析 

(１) 人口推計手法（仮定）の概要 

将来人口の推計と分析については、社人研の人口推計、ＲＥＳＡＳ、住民基本台帳のデータ等

を用いており、以下にそれぞれの人口推計手法（仮定）の概要を示します。 

 

ＲＥＳＡＳシミュレーション①（パターン１） 

・合計特殊出生率が人口置換水準（人口を長期的に一定に保てる水準の２．１）まで上昇し、かつ人口移動が均衡し

たとした（移動がゼロとなった）場合のシミュレーション（平成２２年（２０１０年）国勢調査基準）。 

ＲＥＳＡＳシミュレーション②（パターン２） 

・合計特殊出生率が人口置換水準（人口を長期的に一定に保てる水準の２．１）まで上昇したとした場合のシミュレー

ション（平成２２年（２０１０年）国勢調査基準）。 

平成２５年推計 国立社会保障・人口問題研究所（社人研）の人口推計手法（パターン３） 

① 推計期間 

・令和４２年（２０６０年）までの５年ごと 

② 推計方法 

・５歳以上の年齢階級の推計においては、コーホート（同時出生集団）要因法※を使用している。 

・５歳以上の人口推計については、生残率と純移動率の仮定値が必要となる。 

・０～４歳人口の推計については、生残率と純移動率に加えて、子ども女性比および０～４歳性比の仮定値によって

推計する。 

・本推計においては、基準人口、将来の生残率、将来の純移動率、将来の子ども女性比、将来の０～４歳性比が必要

となる。 

③ 基準人口 

・平成２２年（２０１０年）国勢調査人口 

④ 将来の生存率 

・５５～５９歳⇒６０～６４歳以下では、各都道府県と全国との平成１７年（２００５年）⇒平成２２年（２０１０

年）における相対的較差を計算し、令和１７年（２０３５年）⇒令和２２年（２０４０年）に相対的較差が２分の

１になるように直線的に減少させている。 

・６０～６４歳⇒６５～６９歳以上では、市町村と都道府県との平成１２年（２０００年）⇒平成１７年（２００５

年）における相対的較差を計算し、令和１７年（２０３５年）⇒令和２２年（２０４０年）まで相対的較差が一定

と仮定している。 

⑤ 将来の純移動率 

・原則として、平成１７年（２００５年）～平成２２年（２０１０年）の国勢調査（実績）に基づいて算出された市

区町村別の男女別・年齢別純移動率を、平成２７年（２０１５年）～令和２年（２０２０年）までに定率で０．５

倍に縮小させ、その後は一定と仮定している。 

⑥ 将来の子ども女性比 

・各市区町村の子ども女性比には市区町村間で明らかな差が存在するため、平成２２年（２０１０年）の全国の子ど

も女性比（１５～４９歳女性人口に対する０～４歳人口の比）と各市区町村の子ども女性比との比をとり、その比

が平成２７（２０１５）年以降、令和２２年（２０４０年）まで市区町村ごとに一定と仮定している。 

⑦ 将来の０～４歳性比 

・「日本の将来推計人口（平成２４年１月推計）」（出生中位・死亡中位仮定）により算出された全国の平成２７（２

０１５）年以降、令和２２年（２０４０年）までの０～４歳性比を各年次の仮定値とし、全自治体の０～４歳推計

人口に一律に適用している。 

 

 

 

 

 



 

16 

本市の第２次総合計画後期計画の人口推計手法（パターン４） 

（平成２７年１０月～平成３０年９月の住民基本台帳の人口推移を基に推計） 

① 推計期間 

・令和４２年（２０６０年）までの５年ごと 

② 推計方法 

・本推計においては、国立社会保障・人口問題研究所（社人研）が実施している人口推計手法に準拠し、基準人口、

将来の生残率、将来の純移動率、将来の子ども女性比、将来の０～４歳性比に基づいて推計した。 

・基準人口、将来の生残率、将来の純移動率、将来の子ども女性比、将来の０～４歳性比については、平成２５年推

計 国立社会保障・人口問題研究所（社人研）の人口推計手法（パターン３）の算出式に準拠し、以下の④～⑦に

示す最新のデータを基に算出して推計した。 

③ 基準人口 

・平成２７年（２０１５年）国勢調査人口 

④ 将来の生存率 

・５５～５９歳⇒６０～６４歳以下では、住民基本台帳に基づく平成２７年（２０１５年）⇒平成３０年（２０１８

年）年の本市の生存率と、「日本の将来推計人口（平成２９年推計）」（出生中位・死亡中位仮定）から得られる

全国の生存率との相対的較差を計算し、令和２２年（２０４０年）⇒令和２７年（２０４５年）に相対的較差が２

分の１になるように直線的に減少させた。 

・６０～６４歳⇒６５～６９歳以上では、住民基本台帳に基づく平成２７年（２０１５年）⇒平成３０年（２０１８

年）の本市の生存率と、「日本の地域別将来推計人口（平成３０年推計）」（出生中位・死亡中位仮定）で公開さ

れている平成２７年（２０１５年）⇒令和２年（２０２０年）の生存率との相対的較差が一定と仮定した。なお、

県の生存率は令和２２年（２０４０年）⇒令和２７年（２０４５年）までの公開となっているため、令和２７年（ 

２０４５年）以降の生存率は、県と全国の較差が２分の１のまま維持されていくものとして自ら算出した。 

⑤ 将来の純移動率 

・住民基本台帳に基づく本市の平成２５年（２０１３年）⇒平成２７年（２０１５年）の純移動率と平成２７年（ 

２０１５年）⇒平成３０年（２０１８年）の純移動率との変動幅を、令和１２年（２０３０年）～令和１７年（ 

２０３５年）までに定率で縮小させ、その後は一定と仮定した。 

⑥ 将来の子ども女性比 

・住民基本台帳に基づく平成２７年（２０１５年）⇒平成３０年（２０１８年）の本市の子ども女性比と「日本の将

来推計人口（平成２９年推計）」（出生中位・死亡中位仮定）の全国の子ども女性比の相対的較差が一定と仮定し

た。 

⑦ 将来の０～４歳性比 

・住民基本台帳に基づく平成２７年（２０１５年）⇒平成３０年（２０１８年）の本市の０～４歳性比を採用した。 

平成３０年推計 国立社会保障・人口問題研究所（社人研）の人口推計手法（パターン５） 

① 推計期間 

・令和２７年（２０４５年）までの５年ごと 

② 推計方法 

・５歳以上の年齢階級の推計においては、コーホート要因法※を使用している。 

・５歳以上の人口推計については、生残率と純移動率の仮定値が必要となる。 

・０～４歳人口の推計については、生残率と純移動率に加えて、子ども女性比および０～４歳性比の仮定値によって

推計する。 

・本推計においては、基準人口、将来の生残率、将来の純移動率、将来の子ども女性比、将来の０～４歳性比が必要

となる。 

③ 基準人口 

・平成２７年（２０１５年）国勢調査人口 

④ 将来の生存率 

・５５～５９歳⇒６０～６４歳以下では、各都道府県と全国との平成２２年（２０１０年）⇒平成２７年（２０１５

年）における相対的較差を計算し、令和２２年（２０４０年）⇒令和２７年（２０４５年）に相対的較差が２分の

１になるように直線的に減少させている。 

・６０～６４ 歳⇒６５～６９ 歳以上では、上述に加えて、都道府県と市町村の平成１２年（２０００年）⇒平成 

２２年（２０１０年）の生残率の比から算出される生残率を市町村別に適用。 
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⑤ 将来の純移動率 

・原則として、平成２２年（２０１０年）～平成２７年（２０１５年）の国勢調査（実績）に基づいて推計している。

転出数と転入数に分けて推計し、転出数推計は男女年齢別転出率、転入数の推計には男女年齢別配分率（全国の転

入数に占める地域別の転入数のシェア）を用いて算出。 

⑥ 将来の子ども女性比 

・各市区町村の子ども女性比には市区町村間で明らかな差が存在するため、平成２７年（２０１５年）の全国の子ど

も女性比（１５～４９歳女性人口に対する０～４歳人口の比）と各市区町村の子ども女性比との比をとり、その比

が平成３２年（２０２０年）以降、令和２２年（２０４０年）まで市区町村ごとに一定と仮定している。 

⑦ 将来の０～４歳性比 

・「日本の将来推計人口（平成２４年１月推計）」（出生中位・死亡中位仮定）により算出された全国の令和２年（ 

２０２０年）以降、令和２２年（２０４０年）までの０～４歳性比を各年次の仮定値とし、全自治体の０～４歳

推計人口に一律に適用している。 

本市の第２次総合計画前期計画の人口推計手法（パターン６） 

・出生は、社人研の県女子の年齢（５歳階級）別出生率の変動率を本市に当てはめて算出される出生率により推計し

た。 

・死亡は、本市の平成１７年（２００５年）～平成２２年（２０１０年）に基づいて算出された生残率に社人研の変

動率を各年齢層に当てはめて生残率を推計した。 

・移動は、平成２２年（２０１０年）国勢調査に基づいて算出された県の純移動率（各年齢層）の変動幅を本市に当

てはめて推計した。 

・令和２７年（２０４５年）以降のそれぞれの数値は、令和２２年（２０４０年）までの５年間の率で推移したもの

と仮定した。 

 

※コーホート要因法：人口推計手法の１つ。まず、性別、年齢階層別の基準人口から出発して、各年齢階層の

人口が１年後又は５年後（本ビジョンでは５年後）に１歳又は５歳（本ビジョンでは５歳）だけ年齢を加え

たとき生存している数をコーホート（同時出生集団）的に求め、その１年間又は５年間（本ビジョンでは５

年間）に生まれる出生数を算出し、男女に分けた上で生命表より期末に生存している数を計算し生残率を求

めます。一方、転入・転出といった社会増・社会減より計算し純移動率を求めます。 

そして、両者よりコーホート変化率を算出し、基準人口に対して１年又は５年（本ビジョンでは５年）ごと

に掛け合わせて推計します。現在では、我が国でも、国際的にも最も標準的な人口推計方法となっています。 

 

※ＲＥＳＡＳ（リーサス）：地方創生の様々な取組を情報面から支援するために、経済産業省と内閣官房（ま

ち・ひと・しごと創生本部事務局）が提供している「地域経済分析システム」です。英語表記（Regional Economy 

(and) Society Analyzing System）の頭文字を取って、“RESAS”（リーサス）と呼ばれています。ビッグ

データを活用することで、地方自治体が「地方版総合戦略」の立案等をする際に役立てるシステムとしてい

ます。 

 

(２) 人口推計結果の比較 

各種人口推計手法に基づく将来人口の推計結果を比較すると、次のようになります。 

合計特殊出生率が人口置換水準（人口を長期的に一定に保てる水準の２．１）まで回復すると

仮定したＲＥＳＡＳによる推計総人口（パターン１とパターン２）が上位にきています。また、

パターン３・パターン５の社人研推計及びパターン４の第２次総合計画後期推計は、パターン６

の第２次総合計画前期推計より一貫して多くなっております。 

また、平成２５年社人研推計のパターン３と比較すると、平成３０年社人研推計のパターン５

では人口減少がより進行すると見込まれております。 

なお、総合戦略取組後の平成２７～３０年を基準として推計したパターン４の第２次総合計画

後期推計では、社人研推計と類似しており、現状では社人研による推計総人口で推移する可能性



 

18 

が高いものと考えられます。 

「９ 人口の将来展望」では、これらの推計手法（仮定）を基に、さらに、定住意向、結婚、

出産等の市民意識を踏まえて仮定を調整した上で、本市の人口の将来展望を行います。 

 

 

図表１６ 仮定値を用いた推計総人口の比較（推計パターン別） 

 
※赤数字は国勢調査実績値 
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図表１７ 仮定値を用いた年齢３区分別の推計人口の比較（推計パターン別） 

単位：人

推計パターン 年齢３区分別人口
平成22

(2010)

平成27

(2015)

令和2

(2020)

令和7

(2025)

令和12

(2030)

令和17

(2035)

令和22

(2040)

令和27

(2045)

令和32

(2050)

令和37

(2055)

令和42

(2060)

ＲＥＳＡＳシミュ

レーション①

（パターン１）

総人口（不詳含む） 99,589 97,585 95,118 92,610 90,775 89,010 87,155 85,137 83,237 81,573 80,205

ＲＥＳＡＳシミュ

レーション②

（パターン２）

総人口（不詳含む） 99,589 96,436 93,138 89,731 86,802 83,820 80,732 77,412 74,078 70,892 67,904

H25社人研推計 総人口 99,589 96,160 92,538 88,764 85,004 81,237 77,360 73,232 69,102 65,063 61,163

（パターン３） 0～14歳 14,382 13,393 12,162 11,063 10,194 9,649 9,206 8,702 8,124 7,480 6,896

14.4% 13.9% 13.1% 12.5% 12.0% 11.9% 11.9% 11.9% 11.8% 11.5% 11.3%

15～64歳 58,030 54,312 50,582 47,609 45,072 42,699 39,782 37,128 34,794 33,063 31,217

58.3% 56.5% 54.7% 53.6% 53.0% 52.6% 51.4% 50.7% 50.4% 50.8% 51.0%

65歳以上 26,896 28,455 29,793 30,091 29,738 28,889 28,373 27,402 26,185 24,519 23,050

27.0% 29.6% 32.2% 33.9% 35.0% 35.6% 36.7% 37.4% 37.9% 37.7% 37.7%

第２次後期推計 総人口（不詳含む） 99,589 96,076 92,403 88,600 84,825 80,811 75,983 70,926 66,310 62,036 58,027

（パターン４） 0～14歳 14,423 13,730 12,809 11,623 10,431 9,510 8,696 7,993 7,416 6,899 6,343

14.5% 14.3% 13.9% 13.1% 12.3% 11.8% 11.4% 11.3% 11.2% 11.1% 10.9%

15～64歳 58,196 53,960 49,473 45,981 43,245 40,636 37,377 34,058 30,999 28,393 27,147

58.4% 56.2% 53.5% 51.9% 51.0% 50.3% 49.2% 48.0% 46.7% 45.8% 46.8%

65歳以上 26,970 28,386 30,121 30,995 31,148 30,666 29,910 28,875 27,895 26,744 24,536

27.1% 29.5% 32.6% 35.0% 36.7% 37.9% 39.4% 40.7% 42.1% 43.1% 42.3%

H30社人研推計 総人口（不詳含む） 99,589 96,076 92,135 87,835 83,438 79,003 74,479 69,835

（パターン５） 0～14歳 14,423 13,730 13,029 12,185 11,227 10,329 9,546 8,806

14.5% 14.3% 14.1% 13.8% 13.2% 12.8% 12.6% 12.4%

15～64歳 58,196 53,960 49,140 45,249 42,194 39,670 36,678 33,845

58.4% 56.2% 53.2% 51.1% 49.7% 49.1% 48.3% 47.7%

65歳以上 26,970 28,386 29,966 30,401 30,017 29,004 28,255 27,184

27.1% 29.5% 32.4% 34.3% 35.4% 35.9% 37.2% 38.3%

第２次前期推計 総人口（不詳含む） 99,589 94,268 90,377 86,445 82,572 78,428 73,163 67,716 62,785 58,256 53,947

（パターン６） 0～14歳 14,423 13,402 12,264 11,177 10,246 9,335 8,510 7,801 7,197 6,637 6,101

14.5% 14.2% 13.6% 12.9% 12.4% 11.9% 11.6% 11.5% 11.5% 11.4% 11.3%

15～64歳 58,196 54,570 50,478 46,976 43,830 41,172 37,838 34,532 31,464 28,920 26,660

58.4% 57.9% 55.9% 54.3% 53.1% 52.5% 51.7% 51.0% 50.1% 49.6% 49.4%

65歳以上 26,970 26,296 27,635 28,292 28,496 27,921 26,815 25,383 24,124 22,699 21,186

27.1% 27.9% 30.6% 32.7% 34.5% 35.6% 36.7% 37.5% 38.4% 39.0% 39.3%

最新の推計では

推計期間が

令和27（2045）年

まで
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６ 本市の住みやすさ、定住意向、課題に関する市民意識等 

 

(１) 本市の住みごこち、定住意向、住み続けるために必要なこと 

本市では、平成２７年６月に、定住意向・地域連携等に関する調査（同：市内在住の２０歳以

上の男女）、結婚・出産・子育てに関する意識・希望調査（調査対象：市内在住の１８～３９歳

の男女）、進路志望・将来の仕事や結婚等に関する調査（同：市内の高校・大学・短大・専門学

校に通う最高学年生）を実施しました。 

以下では、将来展望人口を検討する上で重要となる定住意向、結婚、出産等の市民意識につい

て記載します。 

 

① 薩摩川内市の住みごこち 

２０歳以上の人に薩摩川内市の住みごこちについて聞いたところ、『住みよい』は８割弱、

一方、『住みよくない』は２割弱となっています。その中で、女性６５歳以上、里・上甑・下

甑・鹿島では、『住みよい』は７割前後であり、他に比べてやや低くなっています。 

 

図表１８ 薩摩川内市の住みごこち 

住みよい
まあ

住みよい
あまり住み
よくない

住みにくい 無回答
回答者
数

凡例
(%)

全体 504人 78.2 17.5

20～39歳 43人 76.8 18.7

40～64歳 108人 80.5 13.0

65歳以上 69人 78.2 17.3

20～39歳 65人 83.1 15.4

40～64歳 112人 78.6 16.9

65歳以上 68人 72.0 23.5

川内中央部 171人 81.9 15.2

川内その他 116人 79.3 15.5

樋脇・入来・東
郷・祁答院

115人 82.6 12.2

里・上甑・下甑
・鹿島

79人 69.6 25.3

『住みよい』＝「住みよい」＋「まあ住みよい」、『住みよくない』＝「あまり住みよくない」＋「住みにくい」

居
住
地
別

『
住
み
よ
く

な
い

』

男
性

女
性

『
住
み
よ
い

』

22.0 

25.6 

23.1 

24.6 

23.1 

17.9 

23.5 

24.6 

23.3 

20.0 

17.7 

56.2 

51.2 

57.4 

53.6 

60.0 

60.7 

48.5 

57.3 

56.0 

62.6 

51.9 

13.1 

14.0 

11.1 

15.9 

9.2 

9.8 

20.6 

12.3 

11.2 

9.6 

19.0 

4.4 

4.7 

1.9 

1.4 

6.2 

7.1 

2.9 

2.9 

4.3 

2.6 

6.3 

4.4 

4.7 

6.5 

4.3 

1.5 

4.5 

4.4 

2.9 

5.2 

5.2 

5.1 

 
（出典）「薩摩川内市人口ビジョン・総合戦略策定のための市民意識調査報告書」 
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② 薩摩川内市での定住意向 

２０歳以上の人に薩摩川内市での定住意向について聞いたところ、『住み続けたい』は７割

弱となっています。その中で、「ずっと住み続けたい」は年齢が高いほど高くなっています。

居住地域別には、『住み続けたい』は７割前後ですが、川内その他、里・上甑・下甑・鹿島で

は、川内中央部、樋脇・入来・東郷・祁答院に比べ、「ずっと住み続けたい」はやや低くなっ

ています。 

 

図表１９ 薩摩川内市での定住意向 

ずっと
住み

続けたい

当分は
住み

続けたい

できれば
よそへ
移りたい

よそへ
移りたい

特に
考えて
いない

無回答
回答者
数

凡例
(%)

全体 504人 69.2 10.1

20～39歳 43人 69.8 7.0

40～64歳 108人 75.9 7.4

65歳以上 69人 71.0 7.2

20～39歳 65人 70.7 15.4

40～64歳 112人 64.3 10.8

65歳以上 68人 61.7 11.8

川内中央部 171人 70.2 9.9

川内その他 116人 65.6 12.0

樋脇・入来・東
郷・祁答院

115人 73.0 6.9

里・上甑・下甑
・鹿島

79人 70.8 10.2

『住み続けたい』＝「ずっと住み続けたい」＋「当分は住み続けたい」、『よそへ移りたい』＝「できればよそへ移りたい」＋「よそへ移りたい」

居
住
地
別

『
よ
そ
へ
移

り
た
い

』

男
性

女
性

『
住
み
続
け

た
い

』

45.6 

32.6 

47.2 

63.8 

33.8 

40.2 

48.5 

49.7 

44.0 

50.4 

35.4 

23.6 

37.2 

28.7 

7.2 

36.9 

24.1 

13.2 

20.5 

21.6 

22.6 

35.4 

7.3 

7.0 

4.6 

4.3 

9.2 

6.3 

11.8 

6.4 

8.6 

5.2 

8.9 

2.8 

0.0 

2.8 

2.9 

6.2 

4.5 

0.0 

3.5 

3.4 

1.7 

1.3 

18.5 

23.3 

13.9 

18.8 

13.8 

21.4 

26.5 

17.0 

20.7 

19.1 

16.5 

2.2 

0.0 

2.8 

2.9 

0.0 

3.6 

0.0 

2.9 

1.7 

0.9 

2.5 

 
（出典）「薩摩川内市人口ビジョン・総合戦略策定のための市民意識調査報告書」 
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③ 将来住みたい地域 

高校生、高卒生に将来住みたい地域について聞いたところ、「薩摩川内市」は２割強となっ

ています。その中で、将来働きたい地域として「薩摩川内市」を挙げた人では、９割弱が将来

住みたい地域も「薩摩川内市」と回答しています。 

 

図表２０ 将来住みたい地域 

回
答
者
数

（
人

）

薩
摩
川
内
市

鹿
児
島
市

そ
の
他
の
鹿
児
島
県

福
岡
県

そ
の
他
の
九
州

東
京
圏
（
東
京
都

、
埼
玉
県

、

千
葉
県

、
神
奈
川
県

）

大
阪
圏
（
大
阪
府

、
京
都
府

、

兵
庫
県

、
奈
良
県

）

名
古
屋
圏
（
愛
知
県

、
岐
阜

県

、
三
重
県

）

そ
の
他
国
内

海
外

無
回
答

(%)

1,046 20.8 21.7 9.3 15.7 5.4 11.6 5.7 2.6 4.1 2.4 0.8

高校生 450 22.4 15.8 8.4 16.0 4.2 14.7 6.7 4.4 4.4 2.9 -

高卒生 83 18.1 9.6 16.9 12.0 15.7 12.0 2.4 1.2 8.4 3.6 -

高校生 353 23.5 21.5 7.6 21.2 4.0 8.2 6.5 1.7 4.0 1.4 0.3

高卒生 155 12.3 46.5 11.6 4.5 6.5 10.3 3.2 - 1.3 2.6 1.3

薩摩川内市 188 88.8 3.7 3.2 2.1 0.5 0.5 0.5 - - 0.5 -

鹿児島県（薩摩川内市を除く） 343 10.2 59.5 23.6 3.2 0.9 1.2 0.3 - 0.3 0.9 -

九州（鹿児島県を除く） 201 2.5 1.0 1.5 67.7 23.4 1.5 1.5 0.5 0.5 - -

九州以外 293 2.7 3.4 1.7 3.8 1.4 38.6 18.8 8.5 14.0 7.2 -

女
性

将
来
働
き
た
い

地
域
別

全体

男
性

20.8 21.7

9.3

15.7

5.4

11.6

5.7
2.6 4.1

2.4 0.8

0%

10%

20%

30%

40%
『鹿児島県』
（薩摩川内
市を除く）

31.0%

『九州』
（鹿児島県を

除く）
21.0%

『九州以外』
26.4%

 
（出典）「薩摩川内市人口ビジョン・総合戦略策定のための市民意識調査報告書」 
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④ 住み続けるために整えるべき環境 

２０歳以上の人、高校生、高卒生に住み続けるために整えるべき環境について聞いたところ、

どの年代でも「働く場所があるようにする」を第１位か第２位に挙げているほか、「人が集ま

り賑わいのある拠点をつくる」、「防災の面での不安をなくす」、「健康や医療に関する施設

やサービスを充実する」、「買い物をしやすくする」、「子育てがしやすい環境を整える」も

高くなっています。 

 

図表２１ 住み続けるために整えるべき環境 

近隣の交流があり地域住民の関係をよ
くする

働く場所があるようにする

買い物をしやすくする

人が集まり賑わいのある拠点をつくる

治安をよくする

防災の面での不安をなくす

健康や医療に関する施設やサービスを
充実する

福祉施設や福祉サービスを充実する

子育てがしやすい環境を整える

教育・文化の水準を高くする

生涯学習やスポーツの環境を整える

みどりを豊かにし自然環境をよくする

アパート・マンションや住宅を選びやすく
する

交通の便をよくする

その他以降は省略
（　）内は回答者数（人）

4.6

47.2

21.3

31.5

6.5

32.4

30.6

13.9

32.4

11.1

8.3

6.5

7.4

21.3

8.9

46.7

20.9

21.8

8.0

24.9

36.0

23.6

17.3

9.3

3.1

3.6

3.6

26.2

21.3

29.0

21.3

16.1

9.0

29.7

26.5

26.5

10.3

2.6

4.5

3.2

0.0

26.5

10.7

43.8

33.0

37.4

7.9

12.1

8.6

4.4

14.2

5.6

7.8

4.5

11.8

21.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

②定住意向・地域連携等調査 問17 20～39歳（108）

② 〃 40～64歳（225）

② 〃 65歳以上（155）

③進路志望・将来の仕事や結婚等調査問7（1,046）

 
（出典）「薩摩川内市人口ビジョン・総合戦略策定のための市民意識調査報告書」 

 



 

24 

(２) 結婚と子どもの視点 

 

① これまでの結婚の有無と結婚に対する考え 

１８～３９歳の人にこれまでの結婚の有無と結婚に対する考えについて聞いたところ、『結

婚意思あり』は９割弱となっています。 

就労形態別にみると、自営業主、家族従事者は『結婚意思あり』が８割強と他に比べてやや

低くなっています。 

なお、学生は『結婚意思あり』が７割強と低くなっていますが、これは全員が「結婚したこ

とがない」と回答し、かつ、「現時点ではわからない」が高いことによります。 

 

図表２２ これまでの結婚の有無と結婚に対する考え 

結婚したこと
がない

現在結婚して
いる

結婚したことが
ある(離別した)

無回答
『結婚意
思あり』

回答者
数

凡例
(%)

全体 86.7 633人

18～29歳 78.3 97人

30～39歳 89.7 117人

18～29歳 84.8 178人

30～39歳 90.3 226人

正規の職員 87.8 321人

パート、アルバイト 85.2 101人

派遣、嘱託、契約社員 83.4 30人

自営業主、家族従事者 81.5 27人

無職、専業主婦、
家事手伝い

91.0 122人

学生 71.9 32人

「結婚したことがある(死別した)」は回答者なしのため省略

『結婚意思あり』＝「現在結婚している」＋「結婚したことがある(離別した)」＋「結婚したことがないのうち、いずれ結婚するつもり」

男
性

女
性

就
労
形
態
別

35.7 

61.9 

18.8 

57.9 

16.4 

39.3 

21.8 

56.7 

33.3 

16.4 

100.0 

60.3 

37.1 

78.6 

39.3 

77.0 

56.7 

72.3 

36.7 

63.0 

81.1 

0.0 

3.5 

1.0 

0.9 

2.8 

6.2 

3.7 

5.0 

6.7 

0.0 

2.5 

0.0 

0.5

0.0

1.7

0.0

0.4

0.3

1.0

0.0

3.7

0.0

0.0

 
（出典）「薩摩川内市人口ビジョン・総合戦略策定のための市民意識調査報告書」 
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② 子どもの数 

１８～３９歳の人に子どもの数について聞いたところ、現在の子どもの数の平均は１．１人、

最終的に持つつもりの子どもの数の平均は２．２人、理想とする子どもの数の平均は２．７人

となっています。 

現在の子どもの数は未婚者が多いこともあり、「０人」が 4割強となっていますが、未婚者・

既婚者も含め、最終的に持つつもりの子どもの数は「２人」が５割弱と最も高いのに対して、

理想とする子どもの数は「３人」が５割弱と最も高く、また、平均の差も０．５人となってお

り、両者にやや開きが見られます。 

 

図表２３ 子どもの数 

０人 １人 ２人 ３人 ４人
５人
以上

無回答

凡例

(%)

現在の子どもの数 1.1人

最終的に持つつもりの
子どもの数

2.2人

理想とする子どもの数 2.7人

回答者数　633人

『
平
均

』

42.2

5.4

2.2

22.1

7.6

1.9

18.6

48.2

34.8

10.1

29.2

49.8

2.4

3.6

5.8

0.6

1.3

2.5

3.9

4.7

3.0

 
（出典）「薩摩川内市人口ビジョン・総合戦略策定のための市民意識調査報告書」 

 



 

26 

(３) 必要な対策や取組 

少子化に歯止めをかけるために必要な対策や取組で上位に挙がっているものは、「正規雇用

の推進など若い世代の経済的安定化」、「保育所や認定こども園の整備など働きながら子育て

できる環境整備」、「保育料や幼児教育費、子ども医療費の減免など経済的負担の軽減」、「年

金や医療に関する現役世代の保険料負担の軽減」となっています。 

ここには挙がっていない内容として、自由回答からは、雇用・労働環境として、「育児休暇

の取得の改善、職場の理解の促進、ワーク・ライフ・バランスの推進」、結婚・出産として、

「出会いの場を増やすこと、不妊治療の経済的支援」、定住促進として、「居住費や通勤費・

通学費の補助の拡充」、地域づくりとして、「子どもの遊び場の設置、買物や人が集える場所

の設置、甑島での医療・福祉や子育て支援施設の充実」といったことが挙がっています。 

 

図表２４ 少子化に歯止めをかけるために必要な対策や取組 

正規雇用の推進など若い世代の経済的
安定化

若者の就職活動から就職後のキャリア
形成に至るまでの雇用対策

残業時間の短縮や休暇の取得促進など
ワーク・ライフ・バランスの推進

若い世代への結婚相談・婚活支援・結
婚資金の支援など結婚に対する支援

不妊治療や産後ケアなど妊娠・出産に
対する支援

妊娠、出産から子育てまで切れ目のな
い相談支援体制の整備

保育所や認定こども園の整備など働きな
がら子育てできる環境整備

保育料や幼児教育費、子ども医療費の
減免など経済的負担の軽減

小学校以降の教育費に対する支援

公営住宅への子育て世帯の優先入居な
ど住宅面の支援

いじめや犯罪などから子どもを守る施策

年金や医療に関する現役世代の保険料
負担の軽減

その他以降は省略
（　）内は回答者数（人）

36.0

6.8

30.3

14.4

23.1

13.3

42.0

41.9

23.4

4.9

11.1

28.6

60.0

28.9

17.8

23.1

8.0

8.0

33.3

23.1

15.6

7.1

8.9

36.9

61.3

27.1

10.3

29.0

1.3

7.7

31.0

18.7

7.7

1.9

9.0

32.9

37.6

16.2

27.8

21.1

17.7

19.5

31.5

23.2

13.4

3.4

15.0

11.6

0% 20% 40% 60% 80%

①結婚・出産・子育て調査問32（633）

②定住意向・地域連携等調査 問20 40～64歳（225）

② 〃 65歳以上（155）

③進路志望・将来の仕事や結婚等調査問11（1,046）

 
（出典）「薩摩川内市人口ビジョン・総合戦略策定のための市民意識調査報告書」 
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７ 人口の現状と推計結果からの懸念と課題の整理 

本市の人口の現状と各種人口推計結果からは、今後の人口増加を図ることは難しく、いかに減少

を緩やかにし、将来的に一定規模の人口を維持していく施策を講じることが必要とされています。 

このため、人口減少による懸念や取り組むべき課題を次のとおり整理しました。 

 

(１) 自然減少への対処 

これまで同様、出生数が死亡数を下回る状況が続くことになりますが、理論的には高齢者数

がピークを迎える時期が予測できる状況であり、中長期的に出生数を維持あるいは増加させる

施策が必要です。 

特に、出生数の維持あるいは増加を図るためには、早い段階で母数となる出産適齢期の女性

数を地域に留めるとともに、出生率を引き上げる施策を一体的に展開することが必要です。 

 

(２) 社会減少への対処 

本市では自然減少を上回る形で転出超過による減少が進んでいます。特に１５～２４歳の年

齢層が全体の約３割を占めています（平成２５～３０年の平均）。この転出超過は他地域への

進学や就職による域外転出であり、この年齢層の転出抑制と転入促進に焦点を当てた施策を長

期的に推進する必要があります。 

また、周辺地域からの生産年齢層の転入促進など、自然減少対策とは時間軸の異なる短期的

な施策も必要です。 

 

(３) 地域内労働力の確保 

地域産業の中で、建設業、製造業、卸売業・小売業、医療・福祉、農林水産業が雇用の受け

皿となっており、この分野での雇用を維持していくことが求められますが、人口減少が進めば

支える労働力を供給することができない事態となります。 

このため、労働力を支える生産年齢人口の減少を食い止め、小さくしていく必要があります。 

 

(４) 地域社会の形成 

人口そのものを全体数で捉えるのではなく、中長期にわたる地域内での人口の分布や構成を

踏まえて、それぞれの地域における環境や社会活動の在り方など構造的な部分から今後の方向

性を整理する必要があります。 
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８ 人口減少問題に取り組む基本的視点 

人口減少への対応は、次の二つの方向性が考えられます。一つは、出生率の向上により人口減少

に歯止めをかけ、人口規模の安定と適正な人口構造の確保を図るものです。もう一つは、転出の抑

制と転入者の増加により一定の人口規模を保っていくものです。この二つの対応を同時に、かつ関

連付けながら実効的に進めていくことが、人口減少の歯止めと、本市の規模に応じた適正な人口を

維持（確保）していく上で重要なことです。 

こうしたことから、本市の人口の現状分析及び市民意識やニーズ等を踏まえて、人口減少問題に

取り組む基本的視点として、次の３点を掲げます。 

 

(１) 若い世代を呼び込み・呼び戻せる雇用環境づくり 

本市に「住み続けたい」という希望を実現するため、進学や就職のため一度転出した若い世

代の「戻りたい」と思う社会経済環境の整備を推進するとともに、若い世代を呼び込む希望に

マッチした雇用環境や職場環境等の創造や維持・向上、生活環境の整備を推進していくことが

必要です。 

 

(２) 子どもを産み育てたい希望に応える環境づくり 

進学や就職のため一度転出した若い世代のニーズやライフスタイルを踏まえて、希望にマッ

チした仕事に就くことと同時に、本市に住み、安心して結婚・妊娠・出産・子育てをすること

ができる社会環境を形成していく必要があります。 

 

(３) 本市の特徴を活かした生活しやすく交流しやすい環境づくり 

本市は、豊かな自然環境や安全・安心な生活環境、良好な地域コミュニティなど、山、里、

街、そして島からなる魅力的な地域特性と多様な地域資源に恵まれています。こうした本市が

有する特性を活かして「住む人（市民）」、「来る人（来訪者）」などが、安全・快適に住み・

楽しめる取組を進め、定住者の維持・増加と交流人口・関係人口の増加を図っていく必要があ

ります。 
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図表２５ 自然増減と社会増減の影響度(将来) 
 

 
【出典】ＲＥＳＡＳ 

・国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成 

【注記】 

・自然増減の影響度：シミュレーション１の総人口／パターン１の総人口の数値に応じて、以下の 5 段階に整理。「１」

＝100%未満、「２」＝100～105%、「３」＝105～110%、「４」＝110～115%、「5」＝115%以上。 

・社会増減の影響度：シミュレーション２の総人口／シミュレーション１の総人口の数値に応じて、以下の 5 段階に整

理。「１」＝100%未満、「２」＝100～110%、「３」＝110～120%、「４」＝120～130%、「5」＝130%以上。 
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９ 人口の将来展望 

 

■長期的展望： 

令和４２年（２０６０年）の人口規模を６８，８９０人と設定し、必要な政策を推進していき

ます。 

■合計特殊出生率： 

国の長期ビジョンにおける合計特殊出生率に基づき、令和１２年（２０３０年）に 

１．９７、令和２２年（２０４０年）に人口置換水準２．０７を達成し、令和３２年（ 

２０５０年）に２．２０を目指すものとします。年間の出生数については、長期にわたっ 

て７５０人前後を維持します。 

■将来展望を実現するための戦略： 

①雇用の創出等により若い世代の呼び込み・呼び戻し等対策により、２０歳代等の雇用を

増やし、進学・就職で転出していく人々を減少させることにより、転入・転出のプラス

マイナスを０にします。 

②子どもを産み育てたい希望に応える施策等により、子育て世代が、安心して結婚・妊娠・

出産・子育てをすることができる社会環境を実現し、転出超過の状況を改善し、令和 

２２年（２０４０年）までには人口移動を半減させます。 
 

 

(１) 将来展望の基本スタンス 

人口減少のスピードを緩やかにし、将来にわたり地域を維持していけることをイメージした

人口規模を設定します。 

 

(２) 踏まえる政策要素 

「８ 人口減少問題に取り組む基本的視点」で整理した、「(１) 若い世代を呼び込み・呼び

戻せる雇用環境づくり」、「(２) 子どもを産み育てたい希望に応える環境づくり」、そして、

「(３) 本市の特徴を活かした生活しやすく交流しやすい環境づくり」の３つの視点を踏まえて、

出生数の増加、社会移動の均衡化の両面から、政策的なアプローチを行うこととします。 
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(３) 政策要因による人口推計 

① 出生数の増加による０～４歳人口の予測 

平成２５年社人研推計のとおり、合計特殊出生率が現在の１．８より低い水準で推移

すると、出生数は現在の年間９００～１，０００人程度から令和４２年（２０６０年）

には４３４人へ減少します。 

将来の合計特殊出生率を、国の目標水準（令和１２年（２０３０年）に１．８、令和

２２年（２０４０年）に２．０７＝人口置換水準）を踏まえて、本市としては令和２２

年（２０４０年）に２．０７、令和３２年（２０５０年）に２．２０を目指すものとし、

年間の出生数については、長期にわたって７５０人前後を維持していくことを目指しま

す。 

その結果として、０～４歳の人口は、３，６００～４，４００人の水準の維持を予測

しています。 
 

図表２６ ０～４歳人口の予測（合計特殊出生率仮定別） 

 
平成27年
（2015）

令和2年
（2020）

令和7年
（2025）

令和12年
（2030）

令和17年
（2035）

令和22年
（2040）

令和27年
（2045）

令和32年
（2050）

令和37年
（2055）

令和42年
（2060）

０～４歳 4,178 3,690 3,434 3,281 3,131 2,981 2,768 2,543 2,325 2,171

１歳区分平均 836 738 687 656 626 596 554 509 465 434

０～４歳 4,358 4,009 3,881 3,816 3,779 3,777 3,744 3,727 3,628 3,641

１歳区分平均 872 802 776 763 756 755 749 745 726 728

H25社人研推計値との
差（増加数）

０～４歳 180 319 447 535 648 796 975 1,184 1,303 1,470

合計特殊出生率が1.68
～1.74程度
で推移した場合（H25社
人研推計値）

合計特殊出生率が上
昇した場合
（2040年＝2.07、2050
年＝2.20）

 
※国勢調査実績：（０～４歳の平成２７年実績）4,488 人（１歳区分平均 898 人） 
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② 社会移動の均衡化による人口移動の予測 

社会増減の人口推移として、平成２５年社人研推計のとおりに純移動率が推移すると、平成

２７年（２０１５年）～令和１７年（２０３５年）は年間７０～２００人程度の減、その後は

年間２０～４０人程度の減で推移します。 

令和４２年（２０６０年）までに、２０～２９歳の雇用を増やすとともに、１０～１９歳で

進学・就職で転出していく人々を減少させることにより、転入・転出が拮抗する状態を目指し

ます。 

その結果として、年間の人口移動は、「増減なし」の水準を予測しています。 

 

図表２７ 人口移動の予測（人口移動補正） 

 
 

平成27年
（2015）

令和2年
（2020）

令和7年
（2025）

令和12年
（2030）

令和17年
（2035）

令和22年
（2040）

令和27年
（2045）

令和32年
（2050）

令和37年
（2055）

令和42年
（2060）

社会増減 -988 -517 -438 -416 -355 -210 -148 -128 -122 -117

１年間の平均 -198 -103 -88 -83 -71 -42 -30 -26 -24 -23

社会増減 -988 -764 -644 -564 -504 -436 -324 -216 -108 0

１年間の平均 -198 -153 -129 -113 -101 -87 -65 -43 -22 0

H25社人研推計値との
差（増加数）

社会増減 0 -247 -206 -148 -149 -226 -175 -88 13 117

５年毎の社会増減の推
移（H25社人研推計値）

年少人口、生産年齢人
口の人口移動率を上昇
させた場合（社会減を
徐々に解消した場合）

 
※住民基本台帳実績：（平成２３～２７年の５ヵ年実績）△1,538 人 
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③ 将来展望人口と社人研推計人口、第２次総合計画推計人口の比較 

「① 出生数の増加による０～４歳人口の予測」、「② 社会移動の均衡化による人口移動

の予測」を達成できた際の将来展望人口は、令和４２年（２０６０年）に６８，８９０人と見

込んでいます。 

平成２５年社人研推計人口と比較すると８，０００人程、第２次総合計画前期推計人口と比

較すると１５，０００人程多いものと見込んでいます。 

 

 

図表２８ 将来展望人口と平成２５年社人研推計人口、第２次総合計画前期推計人口の比較 

 
 

※平成２７年実績（国勢調査）：96,076 人 
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(４) 人口の将来展望 

① 総人口・年齢区分別人口の将来展望 

将来の合計特殊出生率については、既に国の目標水準（令和１２年（２０３０年）に１．８）

を上回っていることから、令和２２年（２０４０年）に２．０７、令和３２年（２０５０年）

に２．２０となることを目標にした施策の展開を実施します。 

また、転出者の歯止めにより、社会増減を拮抗させていくため、若者の雇用の場の確保、移

定住促進のための地域づくりを推進します。 

その結果、総人口の将来展望としては、令和４２年（２０６０年）において、６８，８９０

人を目標とします。 

年齢区分別人口については、将来展望人口の試算結果と平成２５年社人研推計人口を次ペー

ジ以降に示します。令和４２年（２０６０年）において、年少人口（０～１４歳）として 

１０，９９０人（総人口比１６．０％）、生産年齢人口（１５～６４歳）３５，８６０人（同

５２．１％）、老年人口（６５歳以上）２２，０４１人（同３２．０％）を目標とします。 

 

図表２９ 総人口・年齢区分別人口の将来展望 

 
※国勢調査実績：（Ｈ27）96,076 人（年少 13,730 人・生産 53,842 人・老年 28,303 人・不明 201 人） 
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② 年齢区分別人口の試算結果（将来展望人口、平成２５年社人研推計人口） 

 

図表３０ 年少人口（０～１４歳人口）の試算結果 

 
※国勢調査実績：（Ｈ27）年少 13,730 人 

 

図表３１ 合計特殊出生率の目標水準 

 
※実績：（Ｈ25）1.93、（Ｈ26）1.78、（Ｈ27）1.94、（Ｈ28）1.86、（Ｈ29）1.88、（5 ヵ年単純平均）1.88 
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図表３２ 生産年齢人口（１５～６４歳人口）の試算結果 

 
※国勢調査実績：（Ｈ27）53,842 人 

 

図表３３ 老年人口（６５歳以上人口）の試算結果 

 
※国勢調査実績：（Ｈ27）28,303 人
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